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福  祉  課 
 

令和元年９月 30 日現在における令和元年度の予算及び事務事業の執行状況について定期

監査を実施したので、その結果について概要を述べる。 

 

１ 職員の配置状況 

当課の職員は、課長１人、障がい者支援係４人、社会福祉係３人、保護係５人の計 13

人。このほか、障がい者支援係に障害支援区分認定調査員１人、臨時職員１人が配置され

ている。 

 

２ 予算の執行状況 

当課に係る歳入は、予算現額 12 億 197 万円に対し、調定額６億 9,918 万 2,723 円、収入

済額４億 6,935 万 6,152 円で、収入率は対予算 39.0％、対調定 67.1％となっている。 

収入済額の主なものは、民生費国庫負担金４億 6,479 万 2,090 円（社会福祉費負担金２

億 2,777 万 2,090 円、生活保護費負担金２億 3,702 万円）、雑入 447 万 6,262 円（生活保護

第 63 条・78 条返還金 443 万 6,262 円、生活保護第 63 条・78 条返還金（滞納分）４万円）

などである。 

一方歳出では、職員の給与費を除く予算現額 16 億 5,185 万 3,000 円に対し、７億 7,331

万 5,278 円の執行済額で、執行率は 46.8％となっている。執行済額の内訳は、社会福祉費

４億 9,952 万 4,411 円、生活保護費２億 7,203 万 9,359 円、災害救助費 175 万 1,508 円で、

各項別の主な執行状況は、次のとおりである。 

(1)  社会福祉費 

①   社会福祉総務費の執行済額は 2,015 万 6,409 円で、負担金補助及び交付金 2,003 万

8,600 円（伊佐保護区保護司会運営補助金、社会福祉協議会運営補助金、民生委員児

童委員協議会運営補助金）などである。 

②  身体障害者福祉費の執行済額は 4,417 万 3,681 円で、報酬 9 万 3,600 円（特別障害

者手当嘱託医）、賃金 70 万 5,400 円、負担金補助及び交付金 16 万 9,000 円（身体障

害者協会運営補助金ほか）、扶助費 4,295 万 9,223 円（重度心身障害者医療費助成事

業扶助費、特別障害者手当）などである。 

③  障害者自立支援費の執行済額は４億 3,493 万 8,977 円で、報酬 139 万 5,600 円（障

害支援区分認定調査員ほか）、委託料 1,054 万 8,299 円（障害者相談支援事業及び地

域活動支援センターⅠ型事業、地域活動支援センターⅡ型事業、障害者等日中一時支

援事業、手話奉仕員養成講座業務ほか）、扶助費４億 2,057 万 153 円（介護給付、補

装具給付、療養介護医療費、自立支援医療費、日常生活用具給付）などである。 

⑤ 遺家族等援護費の執行済額は 25 万 5,344 円で、戦没者追悼式等に係る需用費 11 万

４円（消耗品費、修繕料ほか）、大口、菱刈慰霊塔清掃業務委託料 14 万 5,340 円など

である。 

(2) 生活保護費 

① 生活保護総務費の執行済額 216 万 2,528 円は、嘱託医の報酬 46 万 9,200 円、役務

費 42 万 1,632 円（通信運搬費、手数料）、委託料 64 万 5,180 円（医療扶助の診療報
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酬明細書点検調査事務業務、後発医薬品分析業務）などである。 

②  扶助費の執行額２億 6,987 万 6,831 円は、生活保護受給者への扶助費である。 

(3) 災害救助費 

災害救助費の執行済額 175 万 1,508 円で、需用費 10 万 5,928 円（消耗品費、印刷製

本費）、委託料 161 万 3,980 円（要援護者台帳等管理システム保守業務、地域福祉支援

システムサーバ更新業務ほか）などである。 

※ 繰越明許費 

繰越明許費の歳出は、予算現額 16 万 2,000 円に対し、執行済額は 16 万 2,000 円で、

地域福祉支援システム元号改正対応業務委託であり、執行率は 100.0％である。 

 

３ 主な事務事業の執行状況 

（単位：円） 

事務事業名 
執行済額 

（予算額） 
事業内容及びその効果 

伊 佐 地 区 保

護 司 会 運 営

支援事業 

150,000 

（150,000） 

【事業内容】 

罪を犯した人や非行に陥った人に対して、指導・助言や就

労の援助などにより更生を支援する保護司会（30 名）に対

し、運営費の一部を補助する。 

 

負担金補助及び交付金 

伊佐地区保護司会運営に対する補助金（5,000 円×30 名） 

150,000 円 

 

【事業効果】 

再犯防止や犯罪の予防など明るい地域社会の構築が図ら

れている。 

社 会 福 祉 管

理事業 

21,385 

（37,000） 

【事業内容】 

すべての市民が心身ともに健康で住み慣れた地域でとも

に支え合いながら安心して暮らせる地域社会づくりを推進

する。 

 

需用費 

消耗品費（事務用品、書籍等）       14,796 円 

役務費 

通信運搬費                6,589 円 

 

【事業効果】 

管理運営事務の円滑な実施が図られている。 

社 会 福 祉 協

議 会 運 営 補

助事業 

7,869,000 

（7,869,000） 

【事業内容】 

高齢者や障がい者の支援、ボランティア活動、心配ごと相

談など地域福祉の中核を担う社会福祉協議会に対し、運営

費や人件費の一部を補助する。共同募金事業、ボランティア

活動事業、心配ごと相談事業、民生委員児童委員協議会運営

事業、社会福祉大会開催事業など、市民が健康で安心して暮

らせる地域づくりを推進する。 

令和元年度に伊佐市社会福祉協議会補助金交付要領を制

定。 
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社 会 福 祉 協

議 会 運 営 補

助事業 

 

負担金補助及び交付金 

社会福祉協議会運営補助金       7,530,000 円 

伊佐市社会福祉大会補助金        339,000 円 

 

【事業効果】 

地域社会の中核を担う社会福祉協議会の運営の安定と地

域福祉の向上が図られている。 

民 生 委 員 児

童 委 員 協 議

会 運 営 補 助

事業 

12,116,024 

（12,440,000） 

【事業内容】 

住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行い、社会

福祉の増進に寄与することを目的に設置された民生委員・

児童委員の活動（地域包括支援センターなど関係機関との

連携、要援護者の見守り活動、相談業務）に対し、委員活動

費、運営費の助成を行う。令和元年度に伊佐市民生委員児童

委員協議会補助金交付要領を制定。また今年度は民生委員・

児童委員一斉改選年度である。 

 

報酬 

民生委員推薦会委員報酬          44,500 円 

負担金補助及び交付金 

民生・童委員協議会運営補助金     12,019,600 円 

 

【事業効果】 

地域福祉の核である民生委員・児童委員（88 名）・主任児

童委員（７名）の活動を支援することにより、地域福祉の増

進と住民の安心・利便性が向上する。 

有 償 運 送 運

営 協 議 会 事

務 局 事 務 事

業 

－ 

（28,000） 

【事業内容】 

道路運送法第 79 条に基づき、学識経験者・利用者の代表・

住民代表・ボランティア団体の代表・交通機関の代表・運転

代表・九州運輸局鹿児島支局長の指名する職員・鹿児島県知

事の指名する職員・市関係職員で構成する運営協議会で、

NPO 法人等による有償運送の必要性並びに合意形成につい

て協議を行う。また、登録した事業者の運行に関する指導・

助言を行う。 

 

登録法人 なし（令和元年９月現在） 

今年度９月に１件の登録申請があり、10 月に協議を行う

予定。 

伊 佐 市 地 域

福 祉 計 画 推

進事業 

－ 

（49,000） 

【事業内容】 

市総合振興計画における重点施策「地域福祉の体制づく

り」を推進するため社会福祉法第 107 条に基づき策定した

地域福祉計画により地域福祉の担い手育成、地域福祉ネッ

トワークの構築、適切な福祉サービスの提供、要援護者の支

援の育成を目標とし、市民相互で支えあう地域社会づくり

を図る。また本計画の進捗・管理及び施策の推進を図る。 

（策定年月 平成 30 年３月） 

臨 時 福 祉 給

付金 

－ 

（279,000） 

 

【事業内容】 

臨時福祉給付金を支給した後、支給対象者の要件に該当

しなくなり、市に返還された給付金を国庫に返納する。 

平成 29 年度分：117,000 円（13 件） 

平成 30 年度分：162,000 円（11 件） 
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援護事業 
255,344 

（460,000） 

【事業内容】 

戦没者の妻や遺族に対する給付金や特別弔慰金の申請受

付、県への進達事務。今年度は終戦記念日における戦没者追

悼式（8 月 15 日）が台風接近のため中止となり、追悼式に

係る予算の執行は大口慰霊塔筒花のみとなった。 

 

需用費 

消耗品費（大口慰霊塔筒花）        6,480 円 

光熱水費                 4,164 円 

修繕料（菱刈慰霊塔ドア修繕）       99,360 円 

委託料 

大口・菱刈慰霊塔清掃業務委託（29,068 円/回×５回） 

145,340 円 

【事業効果】 

慰霊塔及び周辺の整備により、市民への平和への意識啓

発が図られた。 

災 害 対 策 支

援事業 

1,751,508 

（3,430,000） 

【事業内容】 

災害時における避難支援や支援物資の確保、地域福祉支

援システム（災害時要援護者管理システム）の管理保守を行

い、市民の防災意識の高揚や自助・共助・公助による防災体

制の充実を図る。また、自然災害及び火災の被害を受けた者

に対する見舞金の支給を行う。 

 

需用費 

消耗品費（災害時用備蓄食料品購入ほか） 62,037 円 

印刷製本費                43,891 円 

委託料 

伊佐市要援護者台帳等管理システム保守業務委託 

215,820 円 

要援護者台帳等管理システムのサーバ保守業務委託 

10,900 円 

地域福祉支援システムサーバ更新   1,387,260 円 

 

【事業効果】 

市民に安心を提供するとともに防災意識の高揚が図られ

る。また、10 月上旬に要支援者約 1,800 名に避難行動要支

援者登録申請書を送付するための準備を行った。 

重 心 医 療 助

成事業 

39,286,251 

(78,232,000） 

【事業内容】 

重度障害者が医療を受けた際の保険一部負担額を助成し

て、重度障害者の保健の向上に寄与し福祉の増進を図る。 

 

共済費 

社会保険料              109,595 円 

雇用保険料               3,390 円 

賃金 

事務補助員（医療費点検事務）      705,400 円 

需用費 

消耗品費                10,467 円 

役務費 

通信運搬費                104,186 円 
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重 心 医 療 助

成事業 
 

扶助費 

【補助対象者】 

(a)身体障害者手帳保持者（１級・２級） 

(b)知的障害者で知能指数 35 以下 

（療育手帳 A１・A２・B１の一部） 

(c)知能指数 50 以下（B1）と身体障害者手帳３級 

の合併障害者 

社 会 保 険 921 件 5,169,604 円 

国 民 健 康 保 険 3,849 件 18,631,094 円 

後期高齢医療保険 3,823 件 14,552,515 円 

合    計 8,593 件 38,353,213 円 

 

【事業効果】 

 医療を受けた際の保険一部負担額を全額助成すること

で、重度障害者の保健と福祉の向上が図られている。 

心 身 障 害 者

扶 養 共 済 制

度事業 

85,360 

（193,000） 

【事業内容】 

障がいのある方を扶養している保護者が、自らの生存中に

毎月一定の掛金を納めることにより、保護者に万一（死亡・

重度障害）の事があったとき、障がいのある方に終身一定額

の年金を支給する制度である。 

（４名内３名全額免除、月掛金 13,800 円） 

 

需用費 

消耗品費                 16,360 円 

負担金補助及び交付金 

心身障害者扶養共済制度掛金（3 月～7 月分）69,000 円 

 

【事業効果】 

現在 11 名の方が県より年金給付を受けており、障がいのあ

る方と保護者に対して生活の安定と福祉の向上が図られて

いる。 

特 別 障 害 者

手 当 支 援 事

業 

4,702,070 

(10,343,000) 

【事業内容】 

精神または身体に著しく重度の障害があるため、日常生

活において常時特別の介護を必要とする在宅の障害者（児）

に手当を支給する。 

 

報酬 特別障害者手当嘱託医報酬 ＠15,600 円×６ヶ月 

93,600 円 

役務費 通信運搬費             2,460 円 

扶助費                 4,606,010 円 

（特別障害者手当） 

精神又は身体に著しく重度の障害を有する者に支給。 

月額 26,940 円（２月～３月）対象者延べ 42 名 

月額 26,940 円（４月～７月）対象者延べ 86 名 

支給額  3,470,680 円 

（障害児福祉手当） 

精神又は身体に重度の障害を有する児童に支給。 

月額 14,650 円（２月～３月）対象者延べ 25 名 

月額 14,650 円（４月～７月）対象者延べ 52 名 

支給額  1,135,330 円 

 

【事業効果】 

日常生活において、常時介護を必要とする在宅の障害者

（児）の生活の安定と福祉の向上が図られている。 
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障 害 者 介 護

給付事業 

392,208,511 

(887,849,000） 

 

【事業内容】 

障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことがで

きるよう、介護給付費、訓練等給付費等を支給する。 

 

役務費 

通信運搬費             40,914 円 

審査支払手数料           337,429 円 

使用料及び賃借料 

障害福祉サービス請求内容チェックシステム使用料 

876,360 円 

扶助費 

種   類 件数 金額（円） 

居宅介護 77 5,081,800 

重度訪問介護 16 1,668,580 

行動援護 8 286,990 

療養介護 65 16,906,010 

生活介護 739 151,760,963 

短期入所 135 8,547,477 

施設入所支援 448 55,313,005 

共同生活援助 415 36,161,154 

自立訓練 161 19,079,929 

就労移行支援 38 3,823,610 

就労継続支援 667 78,889,774 

計画相談支援 256 4,315,060 

地域定着支援 3 10,500 

特定障害者特別給付 863 8,952,760 

高額障害福祉ｻｰﾋﾞｽ等給付 12 103,384 

合    計 3,488 390,900,996 

 

 

主なサービスの内容 

生活介護 

障害者支援施設等において常時介護が

必要な障がい者に、主として昼間に入

浴・排せつ・食事等の支援を行う。 

就労継続支援 

Ａ型事業所 

通常の事業所に雇用されることが困難

な障がい者を、雇用契約等に基づき就

労に必要な訓練等の支援を行う。 

就労継続支援 

Ｂ型事業所 

就労移行支援によっても、通常の事業

所に雇用されることが困難な障がい者

に必要な訓練等の支援を行う。 

 

【事業効果】 

就労系の事業所（A 型事業所及び B 型事業所）が増えたた

め、就労継続支援が増加している。また、介護者や利用者の

高齢化・重度化に伴い、重度訪問介護、生活介護、短期入所

が増加している。障害者の自立と日常生活の向上が図られ

ている。 
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身 体 障 害 者

支援事業 

100,000 

（199,000） 

【事業内容】 

市から委嘱された身体障害者相談員、知的障害者相談員

が当事者・家族の立場に立って相談援助を行う。また、伊佐

市に居住する身体障害者相互の親睦と社会参加活動を促進

するために活動する伊佐市身体障害者協会運営の助成を行

う。 

 

負担金補助及び交付金 

伊佐市身体障碍者協会運営補助金     100,000 円 

 

【事業効果】 

市内のみならず県や地区の身体障害者協会の活動や大会

等に参加し、障害者相互の交流が図られている。補助金減額

により会費を増額して対応されている。 

障 害 者 補 装

具給付事業 

2,178,410 

（8,648,000） 

【事業内容】 

身体障害者並びに身体障害児に対し、補聴器・車椅子等の

補装具の交付又は修理を行う。 

 

扶助費                 （単位：円） 

 
 

【事業効果】 

補装具の耐用年数を過ぎた修理では対応できない買い替

えによる給付や、重度障がい者の状態に応じたオーダーメ

イド車椅子の給付が増加している。 

身体の欠損又は損なわれた身体機能を補完する補装具を

給付することで日常生活の利便と生活の質の向上が図られ

ている。 

障 害 者 療 養

介護事業 

3,964,685 

（10,808,000） 

【事業内容】 

常時介護を要する障害者を対象として、病院において行

われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下にお

ける介護及び日常生活上の世話を供与する。 

役務費 

審査支払手数料           2,770 円 

扶助費 

療養介護医療費（12 人 60 件）  3,961,915 円 

 

【事業効果】 

 常時介護を要する障害者の機能維持・管理が図られてい

る。 

障 害 者 自 立

支 援 医 療 費

事業 

19,768,961 

（52,959,000） 

 

【事業内容】 

一般医療によって、すでに治癒した身体障害者に対して

の日常生活能力、社会生活能力、職業能力を回復または向

上、もしくは更生させることを目的としている。 

歩行補助つえ

0

0 0 0 0

2,176,155426,815 1,886

歩行器 0 0 0 0 0 0 0

0

合計 18

0

　補装具名
購入 修理

公費計
件数 公費 自費 件数 公費 自費

義肢・装具 3 318,465

1,886 745,750

29,259 0 0 0 318,465

車いす 5 831,340 36,114 4 274,941 0 1,106,281

9 593,876 151,874補聴器・眼鏡 7,053 7

1,749,340 72,426 11

0 5,659盲人安全つえ 1 5,659 0

0 0
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報酬 

育成医療判定医師          93,600 円 

役務費 

審査支払手数料            26,271 円 

扶助費 

 
 

【事業効果】 

心身の障害を除去・軽減することで日常生活能力の向上

と経済的負担の軽減が図られている。 

障 害 者 地 域

生 活 支 援 事

業 

14,489,966 

（24,009,000） 

 

【事業内容】 

障がい者の相談に応じる相談支援事業や地域活動支援セ

ンター事業の実施、日中一時支援事業、日常生活用具の給付

を行い、障がい者の自立支援を行う。 

 

委託料               10,548,299 円 
障害者相談支援事業及び地域活動支援センターⅠ型委託料 

・精神保健福祉士等の専門職を配置し、創作的活動または生産

活動の機会の提供、社会との交流などを行う。 

法人名 金額（円）  

公益財団法人 慈愛会 9,292 単価契約 

社会福祉法人 慈和会 7,764,000  

合  計 7,773,292  

 

地域活動支援センターⅡ型委託料 

・在宅障がい者に対し、入浴や食事の提供、機能訓練、介護方

法の指導、レクリエーションなどを行う。 

法人名 金額（円）  

公益財団法人 大一会 1,999,998  

社会福祉法人 真奉会 6,969 単価契約 

合  計 2,006,967  

 

障害者等日中一時支援事業委託料 

・障がい者の家族の就労支援及び障がい者を日常的に援護して

いる家族の一時的な休息を提供するため、障がい者の活動の場を

確保するとともに日常生活上必要な訓練等を実施する。 

法人名 金額（円）  

公益財団法人 大一会 221,400 単価契約 

社会福祉法人 ぬくもりの里 105,840 単価契約 

社会福祉法人 ひまわり福祉会 0 単価契約 

株式会社 M＆A JAPAN 15,120 単価契約 

社会福祉法人 常盤会 22,680 単価契約 

合  計 365,040  

 

手話奉仕員養成講座業務委託 

 鹿児島県聴覚障害者協会       403,000 円 

 

207,639

食事療養

育成医療

腎臓機能障害 51

1

79

1

585

35

合　計

2,864 0

769,321

10,000

416 16,037,344 1,602,046

免疫機能障害

調　剤 43,360

46,221

1,886,62719,647,032

更

生

医

療

入院

肢体不自由 0 0 0

心臓機能障害 2 74,420 5,000

73,514

給付決定件数 公費（円） 自費（円）

2,481,930 180,000

入院外
腎臓機能障害
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障 害 者 地 域

生 活 支 援 事

業 

 

扶助費  

・在宅の障がい者（児）に対し日常生活用具（ストマ装具・

紙おむつ・住宅改修等）を給付又は貸与することにより、日

常生活の便宜を図る。         

日常生活用具名 件数 
公費負担金額

（円） 

在宅療養等支援用具 
（吸入器・血中酸素測定器） 

2 26,400 

情報・意思疎通支援用具 
（拡大読書器） 

1 197,000 

排泄管理支援用具 
（ストマ・紙おむつ） 

202 3,654,697 

合   計 205 3,878,097 

  

【事業効果】 

在宅の障がい者が自立した社会生活をおくるために必要

な事業であり、障がい者の家族支援にもつながっている。

平成 30 年度から２年間（入門編・基礎課程）の手話奉仕

員養成講座を実施しており、本年度は昨年からの継続で 11

名が受講している。基礎課程では障がい者と手話で日常会

話のできるレベルの講座となっている。また、講座の受講

を終了した方の中には、手話サークルに加入し手話の普及

啓発活動に取り組まれている。 

障 害 支 援 区

分 認 定 調 査

事業 

2,328,444 

(4,894,000) 

【事業内容】 

 障害福祉サービス支給決定のために、障害支援区分認定

調査を行い、姶良・伊佐地区介護保険組合に障害支援区分の

認定審査を依頼する。 

報酬（障害支援区分認定調査員）   1,302,000 円 

役務費（医師意見書作成手数料）    212,760 円          

姶良・伊佐地区介護保険組合負担金   608,000 円 

 

【事業効果】 

 障害支援区分の認定により適正な障害福祉サービスの利

用につながっている。 

 姶良・伊佐地区介護保険組合負担金は過去３年間の審査

件数を基準に算定され、平成 28 年度に依頼件数が急増した

ことで令和２年度までは増額が予想される。 

生 活 保 護 施

行管理事業 

1,298,987 

（2,015,000） 

【事業内容】 

 生活保護法の原理・原則により、生活に困窮するものに対

し、困窮の程度に応じ最低限度の生活を保障するとともに、

その世帯の自立を助長する。（生活困窮者就労準備支援事業

費等補助金対象外） 

報酬 （福祉事務所嘱託医師）     469,200 円 

需用費（消耗品費）           37,169 円 

役務費 通信運搬費          132,771 円 

    手数料            130,275 円 

委託料 介護状態等審査判定業務     6,372 円 

使用料及び賃借料 

    クラウドサービス利用料    523,200 円 

【事業効果】 

 生活保護業務の円滑な実施が図られている。 
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生 活 保 護 適

正 実 施 推 進

事業 

863,541 

(2,511,000) 

【事業内容】 

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金を活用し、診療

報酬明細書等充実事業、医療扶助適正実施推進事業、扶養義

務調査充実事業を実施する。 

需用費（消耗品費、印刷製本費）     66,147 円 

役務費 通信運搬費           158,586 円 

委託料 医療扶助の診療報酬明細書点検調査事務業務 

                    457,800 円 

     後発医薬品（ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品）分析業務 

181,008 円 

 後発医薬品使用調査結果（医薬品数ベース、５か月平均） 

年 度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

期 間 H29.2～H29.6 H29.12～H30.4 H30.12～H31.4 

使用率 81.00％ 83.30％ 90.10％ 

 

【事業効果】 

 生活保護業務の適正化が図られている。 

生 活 保 護 扶

助事業 

269,836,645 

(543,760,000) 

 

 

【事業内容】 

 生活困窮者に対し、その困窮の程度に応じ最低限度の

生活を保障し、その世帯の自立を助長するための各種扶助

を行う。生活・住宅・教育・介護・医療・出産・生業・葬祭

の８扶助。 

扶助費       （単位：円、世帯、人） 

扶助別 扶助額 延世帯数 延人員 

生活扶助 68,484,390 1,101 1,291 

住宅扶助 13,643,610 702 808 

教育扶助 416,001 27 33 

介護扶助 2,851,680 220 224 

医療扶助 183,755,780 1,272 1,479 

出産扶助 0 0 0 

生業扶助 502,713 17 20 

葬祭扶助 182,471 1 1 

合 計 269,836,645 3,340 3,856 

 

    【生活保護（扶助）費支出額の推移】 

  年度 支出額（円）     

  H28 589,299,301         

  H29 547,352,354         

  H30 527,688,137     

 

【保護開始及び廃止の推移】 

 

 

 

 

 

年度 開始（件） 廃止（件） 

H28 36 41 

H29 20 45 

H30 39 40 
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生 活 保 護 扶

助事業 

269,836,645 

(543,7608,000) 

 

【開始内訳】 

年度 
傷 病 ・介 護

状 態  
失 業 等  

老 齢 ・働 き

による収 入

減 少  

社 会 保 障 ・

貯 金 ・仕 送

り等 の減 少  

その他  計  

H28 15 1 2 17 1 36 

H29 7 2 1 10 0 40 

H30 9 6 0 18 6 39 

 

【廃止内訳】 

年度 傷病治癒  死 亡 
社 会 保 障

等 の収 入

増 加  

親 類 の引

取 り・ 

施 設 入 所  

その他  計  

H28 0 20 9 6 6 41 

H29 0 22 15 2 6 45 

H30 1 15 14 4 6 40 

 

【生活保護受給状況の推移（年平均）】 

年度 総世帯  総人口  
受給世  

帯数 

受給

人員 

世帯割

合（％） 

保護率

（％） 

H28 13,753 27,192 266 332 1.93 1.22 

H29 13,635 26,673 250 310 1.83 1.10 

H30 13,558 26,229 239 289 1.76 1.10 

 

【保護受給世帯 231 世帯（267 名）】令和１．9.30 現在 

高齢者世帯 母子世帯  
障害者  

世帯 

傷病者  

世帯 
その他世帯 

単身 ２人以上 
世

帯 

人

員 

世

帯 

人

員 

世

帯 

人

員 

世

帯 

人

員 世帯 
世

帯 

人

員 

133 5 10 9 23 30 33 20 23 34 45 

 

 

【事業効果】 

 昨年度の同時期と比べ、８世帯（高齢者世帯０、母子世帯

０、障害者世帯△１、傷病者世帯△５、その他△２）合計 22

人の減少となった。なお、今年度の被保護世帯数及び受給者

数は、概ね横ばいで推移しており、生活困窮者の生活を保障

し、各種扶助を実施することにより自立が助長され、住民の

福祉の向上が図られている。 

 

就 労 自 立 給

付金事業 

40,186 

（320,000） 

【事業内容】 

 生活保護から脱却すると、税・社会保険料等の負担が生じ

るため、生活保護を脱却するためのインセンティブを強化

するとともに、脱却直後の不安定な生活を支え、再度保護に

至ることを防止することを目的とし、安定就労の機会を得

たことにより保護廃止に至った際に就労自立給付金を支給

する。 

 扶助費 

 補助事業扶助費         1 件  40,186 円 

 

【事業効果】 

 生活保護廃止（自立）直後の安定的な生活支援が図られて

いる。 
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 ＊ 繰越明許費                          （単位：円） 

事務事業名 
執行済額 

（予算額） 
事業内容及びその効果 

災 害 対 策 支

援事業 

162,000 

（162,000） 

【事業内容】 

災害時における避難支援や支援物資の確保、地域福祉支

援システム（災害時要援護者管理システム）の管理保守を行

い、市民の防災意識の高揚や自助・共助・公助による防災体

制の充実を図る。 

 

委託料 

地域福祉支援システム元号改正対応業務  162,000 円 

 

【事業効果】 

適切なシステム運用が図られた。 

 

４ 主な委託の執行状況 

補助

単独

の別 

事    業   名 契約金額 （円） 契約の相手方 

契約 

の 

方法 

契約期間 

補助  

障害者相談支援事業及び地

域活動支援センターⅠ型事

業 

7,764,000 
社会福祉法人 

慈和会 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

補助  

障害者相談支援事業及び地

域活動支援センターⅠ型事

業 

（単価契約） 

電話 1,112 円/日 

訪問 2,315 円/日 

Ⅰ型 2,151 円/日 

（税抜単価） 

公益財団法人 

慈愛会 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

補助  
地域活動支援センターⅡ型

事業 
1,999,998 

社会福祉法人 

大一会 

随意

契約 

H31.４.１～ 

 R２.３.31 

補助  
地域活動支援センターⅡ型

事業 

（単価契約） 

2,151 円/ｈ 

（税抜単価） 

社会福祉法人 

真奉会 

随意

契約 

H31.４.１～ 

 R２.３.31 

補助  
伊佐市障がい者等日中一時

支援事業 

（単価契約） 

1,000 円/ｈ 

（税抜単価） 

社会福祉法人 

大一会 

隋意 

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

補助  
伊佐市障がい者等日中一時

支援事業 

（単価契約） 

1,000 円/ｈ 

（税抜単価） 

社会福祉法人 

ぬくもりの里 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

補助  
伊佐市障がい者等日中一時

支援事業 

（単価契約） 

1,000 円/ｈ 

（税抜単価） 

社会福祉法人 

ひまわり福祉会 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

補助  
伊佐市障がい者等日中一時

支援事業 

（単価契約） 

1,000 円/ｈ 

（税抜単価） 

株式会社 M＆A 

JAPAN 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

補助  
伊佐市障がい者等日中一時

支援事業 

（単価契約） 

1,000 円/ｈ 

（税抜単価） 

社会福祉法人 

常盤会 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 
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補助  手話奉仕員養成講座業務 403,000 
鹿児島県聴覚障

害者協会 

随意

契約 

R１.５.22～ 

R１.12.17 

補助  
伊佐市障害者意思疎通支援

事業業務 

（単価契約） 

500 円/人 

鹿児島県身体障

害者福祉協会 

随意 

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

単独  大口・菱刈慰霊塔清掃業務 

（単価契約） 

26,915 円/回 

（税抜単価） 

社会福祉法人 

ひまわり福祉会 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

単独  

生活保護法に基づく介護扶

助実施のための要介護状態

等の審査判定業務 

（単価契約） 

5,900 円/回 

（税抜単価） 

姶良・伊佐地区

介護保険組合 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

補助  
医療扶助の診療報酬明細書

点検調査事務業務 
457,800 ㈱ニチイ学館 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

単独  
後発医薬品（ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬

品）分析業務 
181,008 ㈱ニチイ学館 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

単独  
伊佐市要援護者台帳等管理

システム保守業務 
215,820 

株式会社 
パシフィックシス

テム 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

単独  
要援護者台帳等管理システ

ムのサーバ保守業務 
10,900 

株式会社 
パシフィックシス

テム 

随意

契約 

H31.４.１～ 

R２.３.31 

単独  
地域福祉支援システムサー

バ更新業務 
1,387,260 

株式会社 
パシフィックシス

テム 

随意

契約 

H31.４.22～ 

R１.５.10 

 

＊ 繰越明許費  

補助

単独

の別 

事    業   名 契約金額 （円） 契約の相手方 

契約 

の 

方法 

契約期間 

単独  
地域福祉支援システム元号

改正対応業務 
162,000 

株式会社 
パシフィックシス

テム 

随意

契約 

H31.３.１～ 

R１.５.７ 

 

５ 負担金・補助金等の支出状況  

団     体     名 金額(円) 事     業    内    容 

鹿児島県知事 69,000 心身扶養共済制度掛金（５ヶ月分） 

姶良・伊佐地区介護保険組合 608,000 
介護保険組合負担金 

（障害者審査判定業務 第１期分） 

伊佐保護区保護司会 150,000 保護司会に対する運営補助金 
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伊佐市社会福祉協議会 7,869,000 

福祉行政の補完的役割を果たす社会福祉

協議会は財政基盤が脆弱であるため、運

営補助金を交付する。 

伊佐市民生委員児童委員協議会 12,019,600 
ボランティアである民生委員の研修活動

費等の充実を図るための運営補助金 

伊佐市身体障害者協会 100,000 身体障害者協会への運営補助金 

 

６ 財産管理の状況 

種 別 面  積（㎡） 備               考 

土 地  6,122.00 羽月地区招魂碑、大口慰霊塔、菱刈慰霊塔 

建 物   621.70 大口慰霊塔、菱刈慰霊塔 

  ※菱刈慰霊塔の土地は、旧菱刈町農業協同組合所有地で 377 ㎡の借地である。 

 

７ その他 

地域福祉支援システムにおける災害時要援護者管理システムなどの管理運用状況や端末

機器の操作状況など、災害時の初動態勢について調査したが、災害時には有効活用できる

状態であることを確認した。 

当課で整備保管されている財務に関する諸帳簿及び各台帳などについては、概ね 

良好に整備保管されていることを認めた。 


